
事業費計  （A）

開
始
経
緯

必
要
性

　平成12年頃から本格的に開始された。

実
施
状
況

　市内小中学校において、各種委員・教育相談員・講師派遣に伴う謝金、指導用教科書購入、知能検査等を
実施し、学校経営の円滑な運営・充実を図ることができた。

成
果

　児童生徒の学力や表現力の向上、授業への意欲や主体性の高まり、問題行動の減少や人間関係の改善につ
ながることができた。 改

革
改
善
案課

題
　引続き、児童生徒一人ひとりへのきめ細かな指導・支援を行っていく必要がある。

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

　「子どもの学力・生活・成長の質を上げること」と「学
校の負担や仕組みを改善すること」を目標に実施している
ことから、今後も引続き、実施していく必要がある。

21,294 12,404 12,761 12,761 12,761

(2)事業概要

事
業
目
的

　児童生徒一人ひとりへのきめ細かな指導・支援を通じて、学力や社会性の向上と学校生活への円滑な適応
を図り、地域と連携しながら「生きる力」を育成する。

事
業
内
容

　市内小中学校において、各種委員・教育相談員・講師派遣に伴う謝金、指導用教科書購入、知能検査等を
実施し、学校経営の円滑な運営・充実を図る。

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事
業
費

財
源
内
訳 一般財源

人
件
費 人件費概算  (B)

(A)　＋　(B) 千円 560

（ 施 策 ） 5 こころざしアップ教育推進プロジェクト 事業期間
平成18 年度～

年度（ 年間）

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

　各種委員・教育相談員・講師派遣に伴う謝金、指導用教
科書購入、知能検査等に係る経費であり、削減は難しい。

拡充 〇 現状維持 改善

効
率
性
評
価

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

　「子どもの学力・生活・成長の質を上げること」と「学
校の負担や仕組みを改善すること」が目的であり、事業を
廃止すると、学力差が広がりやすくなる可能性や指導方法
の改善や校内体制づくりが止まる可能性があるため、廃止
は難しい。

効率化 廃止終了

12,201

0.100

千円 560 560 560 560 560

12,201

所要人員（年間） 人 0.100 0.100 0.100 0.100 0.100

千円 0 20,734 11,844

所管課による評価
(実績・決算) (実績・決算)

5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

(実績・決算) (計画・予算) (計画・予算) (計画・予算)
(1) 総事業費の推移 単位

有
効
性
評
価

その他特定財源 千円

千円 20,734 11,844 12,201 12,201 12,201

国県支出金 千円

(4)評価

560

12,201

146 208

200

(目標)

(実績) (実績) (実績)

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

80

150 150

（ 施 策 ） 1 知・徳・体の調和のとれた教育の推進 成果指標（成果・効果）

200 200 200
児童・生徒・教職員等

（ 基 本 目 標 ） 総
合
戦
略

3 結婚・出産・子育て・教育の希望をかなえる

対象

単位

ア 講師派遣数（延べ） 人

イ

2,331
まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

5
＜教育･文化＞心豊かで志あふれる人づくりと
伝統・文化のまち

1 10 2,491 2,476 2,4261 3
ア 児童生徒 人

（ 個 別 目 標 ） 1 たくましく生きる力を育むまち 主な費目 報償費・旅費・需用費

令和 8 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

2,374 2,259 2,130

2,489

担当G事務事業名

担当課 学校教育課 (3)指標の推移 5年度 6年度 7年度 8年度

学事グループ
活動指標（実施状況） 単位

教育指導事業

事業番号

396

イ

事務事業マネジメントシート
作成日

9年度 10年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 8 年　 7 月 1

2,427



事業費計  （A）

開
始
経
緯

必
要
性

　学校教育法に基づき、児童、小学校の教職員の健康の保持増進を図ることを目的に、昭和33年から開始さ
れた。

実
施
状
況

・児童生徒の健康診断（内科検診、歯科検診、眼科検診、耳鼻科検診、心臓検診、尿検査等）の実施
・小学校の教職員の健康診断（（学校医…貧血・肝機能・血中脂質・血糖・心電図・血圧・尿・腹囲等）
（委託先等…結核検診、胃検診、ストレスチェック等））の実施
・水質検査の実施

成
果

　疾病等を早期発見し、治療の啓発を行う。
　学校生活上の配慮すべき事項が明らかになる。 改

革
改
善
案課

題
　今後、児童の減少や一部診療科目おいては、医師不足も予想されるため、検診等を工夫して実施していく
必要がある。

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

　学校保健安全法において義務づけられている健康診断で
あり、疾病の早期発見・早期治療により健康の保持増進を
図るものである。健康な状態で教育を受けることは義務教
育の充実発展に繋がり、今後とも継続すべきである。

12,351 12,088 13,982 13,982 13,982

(2)事業概要

事
業
目
的

　児童や小学校の教職員の健康の保持増進を目的に、学校保健安全法に基づき、各種健康診断や水質検査等
を実施する。

事
業
内
容

　児童は、学校保健安全法に基づいた健康診断（①内科検診、②歯科検診、③眼科検診、④耳鼻科検診、⑤心臓検診（１
年生）、⑥尿検査等）を実施する。また、小学校の教職員は、学校医による定期健康診断や専門業者に委託する健康診断
として、①身長・体重・腹囲、②視力・聴力、③血圧、④尿、⑤胃疾病、⑥貧血検査、⑦肝機能検査、⑧血中脂質検査、
⑨血糖検査、⑩心電図検査、⑪結核の有無、⑫その他の疾病の有無等を実施する。また、ストレスチェックの実施を行
う。水質検査を行う。

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事
業
費

財
源
内
訳 一般財源

人
件
費 人件費概算  (B)

(A)　＋　(B) 千円 12,516

（ 施 策 ） 5 こころざしアップ教育推進プロジェクト 事業期間
平成18 年度～

年度（ 年間）

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

　事業費のほとんどは、医師・歯科医師・薬剤師の報酬及
び報償費(謝金)や委託料等である。学校保健安全法に基づ
く検診であり、検査項目が決められており、事業費の削減
余地はない。
　検診計画の作成、学校医・学校歯科医・学校薬剤師への
委嘱及び打合せ、検診日程の調整、検診立会い、検診助
手、検診結果の集計等の事務があり、業務に要する時間は
必要最小限である。
　また、耳鼻科・眼科検診・心臓検診等は、小規模校を大
規模校に集めて実施するなど、業務時間の短縮に努めてい

拡充 〇 現状維持 改善

効
率
性
評
価

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

　この事業は、児童・小学校の教職員の健康診断を実施
し、疾病の早期発見・早期治療を行い、健康な状態で教育
を受ける体制をつくるものであり、全ての児童生徒を対象
に実施している。

効率化 廃止終了

12,862

0.200

千円 1,120 1,120 1,120 1,120 1,120

12,862

所要人員（年間） 人 0.200 0.200 0.200 0.200 0.200

千円 11,396 11,231 10,968

所管課による評価
(実績・決算) (実績・決算)

5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

(実績・決算) (計画・予算) (計画・予算) (計画・予算)
(1) 総事業費の推移 単位

有
効
性
評
価

その他特定財源 千円

千円 11,396 11,231 10,968 12,862 12,862 12,862

国県支出金 千円

(4)評価

1,120

12,862

1,688 1,468

1,296

(目標)

(実績) (実績) (実績)

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

1,637

1,659 1,649

（ 施 策 ） 1 知・徳・体の調和のとれた教育の推進 成果指標（成果・効果）

1,557 1,490 1,387
児童・教職員

（ 基 本 目 標 ） 総
合
戦
略

3 結婚・出産・子育て・教育の希望をかなえる

対象

単位

ア 検診者数（眼科検診） 人

イ

1,498

300 270 270

265 205 211

まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

5
＜教育･文化＞心豊かで志あふれる人づくりと
伝統・文化のまち

1 10 1,659 1,649 1,5572 1
ア 児童数 人

（ 個 別 目 標 ） 1 たくましく生きる力を育むまち 主な費目 報酬・費用弁償・委託料

令和 8 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

1,490 1,387 1,296

1,658

担当G事務事業名

担当課 学校教育課 (3)指標の推移 5年度 6年度 7年度 8年度

学事グループ
活動指標（実施状況） 単位

小学校管理事業

事業番号

405

イ 就学前児童数 人
300

事務事業マネジメントシート
作成日

9年度 10年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 8 年　 7 月 1

300 300

1,612



事業費計  （A）

開
始
経
緯

必
要
性

　令和２年度より、校務支援システムを導入した。

実
施
状
況

　校務支援システムの導入により名簿作成、出席簿管理、通知表・指導要録等の作成、健康診断票の管理が
システム上でできるようになった。

成
果

　校務支援システムを導入することにより、教職員の働き方改革に繋がっている。 改
革
改
善
案課

題

　校務支援システムを導入してしばらくは、操作等についてＩＣＴ支援員やサポートセンターの支援が必要
である。
　教育委員会と各校の校務支援システムを共有できるようにすることが必要である。

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

　システムを活用することにより、職員の事務負担を軽減
しつつ教育の質向上を図っており、引続き利用する必要が
ある。

3,449 3,018 3,080 3,080 3,080

(2)事業概要

事
業
目
的

　市内の小学校に統合型校務支援システムを導入し、教職員間の情報共有及びデータベース化を図り、教職
員の業務負担を軽減し、教育の質的向上を図る。

事
業
内
容

　市内の小学校において、名簿作成、出席簿管理、通知表・指導要録等の作成、健康診断票など学校の校務
全般をデジタル化し、一元管理して教職員の事務負担を軽減しつつ教育の質向上を図るための情報システム
を導入し、活用している。

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事
業
費

財
源
内
訳 一般財源

人
件
費 人件費概算  (B)

(A)　＋　(B) 千円 3,449

（ 施 策 ） 5 こころざしアップ教育推進プロジェクト 事業期間
令和２ 年度～

年度（ 年間）

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

　システムを利用するための使用料であり、削減は難し
い。

拡充 〇 現状維持 改善

効
率
性
評
価

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

　このシステムを導入することにより、これまで、教職員
の個別のＰＣや手書きで行われていたの名簿作成、出席簿
管理、通知表・指導要録等の作成、健康診断票など学校の
校務全般をデジタル化し、一元管理して教職員の事務負担
を軽減しつつ教育の質向上を図っていることから、廃止は
難しい。

効率化 廃止終了

2,520

0.100

千円 560 560 560 560 560

2,520

所要人員（年間） 人 0.100 0.100 0.100 0.100 0.100

千円 2,889 2,889 2,458

所管課による評価
(実績・決算) (実績・決算)

5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

(実績・決算) (計画・予算) (計画・予算) (計画・予算)
(1) 総事業費の推移 単位

有
効
性
評
価

その他特定財源 千円

千円 2,889 2,889 2,458 2,520 2,520 2,520

国県支出金 千円

(4)評価

560

2,520

60,586

6 6

61,100

(目標)

(実績) (実績) (実績)

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

6

61,600 61,500

（ 施 策 ） 1 知・徳・体の調和のとれた教育の推進 成果指標（成果・効果）

61,400 61,300 61,200
小学校の教職員

（ 基 本 目 標 ） 総
合
戦
略

3 結婚・出産・子育て・教育の希望をかなえる

対象

単位

人
20 10

ア 年間残業時間数 時間

イ
月80時間以上の職員（の
べ） 10

200
まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

5
＜教育･文化＞心豊かで志あふれる人づくりと
伝統・文化のまち

1 10 210 210 2102 2
ア 教職員数 人

（ 個 別 目 標 ） 1 たくましく生きる力を育むまち 主な費目 使用料及び賃借料

令和 8 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

210 210 210

218

担当G事務事業名

担当課 学校教育課 (3)指標の推移 5年度 6年度 7年度 8年度

学事グループ
活動指標（実施状況） 単位

校務支援システム事業（小学校）

事業番号

419

イ

事務事業マネジメントシート
作成日

9年度 10年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 8 年　 7 月 1

213



事業費計  （A）

成
果

課
題

　昭和35年に日本学校安全会が設立され、学校管理下のもとで児童が、けが等で災害を被った場合に、医療
費等の給付を行う互助共済制度が必要となったため。

　毎年度、市内の小学校の全ての児童が加入している。

　学校の管理下における児童等の災害（負傷、疾病、障害又は死亡）に対して災害共済給付（医療費、障害
見舞金又は死亡見舞金の支給）されることで、児童が安心して学校生活が送れている。
　また、掛かった医療費に対し、１割の加算があることから、保護者へも大変喜ばれている。

　例年、数名の未加入者がいるので、全員加入を今後も推進していきたい。

効率化

改
革
改
善
案

廃止終了拡充 〇 現状維持 改善

開
始
経
緯

必
要
性

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

　学校生活を送る上で、けが等の災害発生の危険性は常に
考えられることであり、事業の達成とするものはないが、
安心して学校生活を送ることは必要不可欠で、この共済制
度が続く限り継続していくことが妥当である。

実
施
状
況

効
率
性
評
価

事
業
内
容

　学校の管理下における児童等の災害（負傷、疾病、障害又は死亡）に対して災害共済給付（医療費、障害
見舞金又は死亡見舞金の支給）を行うことで、児童が安心して学校生活を送れることを目的とする。

　国・教育委員会・保護者の三者による互助共済制度により、学校管理下における災害に対して、全国一律の給付を行
う。学校管理下で発生した災害に対して、総医療費の４割相当額を給付（うち１割は療養に伴って要する費用として加
算）、同一災害により後遺障害が残った場合に障害見舞金（82万～3770万円）、死亡した場合に死亡見舞金（～2800万
円）を給付する。なお、共済掛金は945円（保護者負担460円、市負担485円）である。

2,383 2,383

事
業
目
的

千円 2,380 2,314 2,216 2,383

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

　共済掛金920円を学校設置者（市教育委員会）と保護者
で折半し、学校設置者は免責の特約25円をつけた額となっ
ている。
　対象が学校管理下におけるけが等であり、掛金を全額保
護者負担とすることは制度上できず、折半することが妥当
と考えられ、削減の余地は無い。

1,543 1,543 1,543

0.150 0.150 0.1500.150 0.150 0.150

840 840 840

(計画・予算)

100 100

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

　この事業は、市内の全児童が加入しており、支払いにつ
いても全て適切に処理されており、十分に成果を上げてい
る。
　学校管理下のもとでのけが等が対象であり、この事業を
廃止等した場合、被災後の見舞金も含めた保護者の安心感
が確保できなくなる恐れがある。

100

99 99

100 100

99

100 100 100

(4)評価 所管課による評価

イ

8年度

(実績・決算) (計画・予算) (計画・予算)

対象 児童・生徒
100

100 100 100

(目標)

(実績) (実績) (実績)

％
100

100

(目標)(目標)

6年度

(計画・予算)

945 945

国県支出金 千円

600 587 557 598 598 598

945 有
効
性
評
価

事業期間

(2)事業概要

平成18 年度～

年度（ 年間）

9年度 10年度

940

（ 施 策 ） 5 こころざしアップ教育推進プロジェクト

(A)　＋　(B)

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

人件費概算  (B)

(1) 総事業費の推移 単位
5年度

(実績・決算)

一般財源 千円

7年度

その他特定財源 千円

（ 施 策 ） 1 知・徳・体の調和のとれた教育の推進 成果指標（成果・効果）

（ 基 本 目 標 ） 3 結婚・出産・子育て・教育の希望をかなえる

100 100

総
合
戦
略

％

単位
(目標) (目標) (目標)

100

ア 加入者数/児童数

支払件数/申請件数

100 100
たくましく生きる力を育むまち 主な費目 負担金、補助及び交付金

1 10 3 1

イ 医療費請求件数 件
100 100

132 105 79

まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

5
＜教育･文化＞心豊かで志あふれる人づくりと
伝統・文化のまち

1 10 1,659 1,649 1,5572 1
ア 児童数 人

（ 個 別 目 標 ） 1

1,490 1,387 1,296

1,658 1,612 1,498

事務事業名

担当課 学校教育課 (3)指標の推移 5年度 6年度 7年度 8年度

学事グループ
活動指標（実施状況） 単位

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

担当G

事務事業マネジメントシート
作成日

9年度 10年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 8 年　 7 月 1

日本スポーツ振興センター災害共済給付
事業（小学校）

事業番号

405

令和 8 年度

(目標)

財
源
内
訳

事
業
費

人
件
費

887 819

千円 1,540 1,474 1,376

所要人員（年間）

千円 840 840 840

人



事業費計  （A）

開
始
経
緯

必
要
性

　学校教育法に基づき、生徒、中学校の教職員の健康の保持増進を図ることを目的に、昭和33年から開始さ
れた。

実
施
状
況

・生徒の健康診断（内科検診、歯科検診、眼科検診、耳鼻科検診、心臓検診、尿検査等）の実施
・中学校の教職員の健康診断（（学校医…貧血・肝機能・血中脂質・血糖・心電図・血圧・尿・腹囲等）
（委託先等…結核検診、胃検診、ストレスチェック等））の実施
・水質検査の実施

成
果

　疾病等を早期発見し、治療の啓発を行う。
　学校生活上の配慮すべき事項が明らかになる。 改

革
改
善
案課

題
　今後、生徒の減少や一部診療科目おいては、医師不足も予想されるため、検診等を工夫して実施していく
必要がある。

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

　学校保健安全法において義務づけられている健康診断で
あり、疾病の早期発見・早期治療により健康の保持増進を
図るものである。健康な状態で教育を受けることは義務教
育の充実発展に繋がり、今後とも継続すべきである。

5,826 5,862 6,767 6,767 6,767

(2)事業概要

事
業
目
的

　生徒や中学校の教職員の健康の保持増進を目的に、学校保健安全法に基づき、各種健康診断や水質検査等
を実施する。

事
業
内
容

　生徒は、学校保健安全法に基づいた健康診断（①内科検診、②歯科検診、③眼科検診、④耳鼻科検診、⑤心臓検診（１
年生）、⑥尿検査等）を実施する。また、中学校の教職員は、学校医による定期健康診断や専門業者に委託する健康診断
として、①身長・体重・腹囲、②視力・聴力、③血圧、④尿、⑤胃疾病、⑥貧血検査、⑦肝機能検査、⑧血中脂質検査、
⑨血糖検査、⑩心電図検査、⑪結核の有無、⑫その他の疾病の有無等を実施する。また、ストレスチェックの実施を行
う。水質検査を行う。

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事
業
費

財
源
内
訳 一般財源

人
件
費 人件費概算  (B)

(A)　＋　(B) 千円 5,755

（ 施 策 ） 5 こころざしアップ教育推進プロジェクト 事業期間
平成18 年度～

年度（ 年間）

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

　事業費のほとんどは、医師・歯科医師・薬剤師の報酬及
び報償費(謝金)や委託料等である。学校保健安全法に基づ
く検診であり、検査項目が決められており、事業費の削減
余地はない。
　検診計画の作成、学校医・学校歯科医・学校薬剤師への
委嘱及び打合せ、検診日程の調整、検診立会い、検診助
手、検診結果の集計等の事務があり、業務に要する時間は
必要最小限である。

拡充 〇 現状維持 改善

効
率
性
評
価

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

　この事業は、生徒・中学校の教職員の健康診断を実施
し、疾病の早期発見・早期治療を行い、健康な状態で教育
を受ける体制をつくるものであり、全ての生徒を対象に実
施している。

効率化 廃止終了

5,647

0.200

千円 1,120 1,120 1,120 1,120 1,120

5,647

所要人員（年間） 人 0.200 0.200 0.200 0.200 0.200

千円 4,635 4,706 4,742

所管課による評価
(実績・決算) (実績・決算)

5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

(実績・決算) (計画・予算) (計画・予算) (計画・予算)
(1) 総事業費の推移 単位

有
効
性
評
価

その他特定財源 千円

千円 4,635 4,706 4,742 5,647 5,647 5,647

国県支出金 千円

(4)評価

1,120

5,647

764 778

834

(目標)

(実績) (実績) (実績)

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

785

832 827

（ 施 策 ） 1 知・徳・体の調和のとれた教育の推進 成果指標（成果・効果）

869 884 872
児童・教職員

（ 基 本 目 標 ） 総
合
戦
略

3 結婚・出産・子育て・教育の希望をかなえる

対象

単位

ア 検診者数（眼科検診） 人

イ

833
まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

5
＜教育･文化＞心豊かで志あふれる人づくりと
伝統・文化のまち

1 10 832 827 8692 1
ア 生徒数 人

（ 個 別 目 標 ） 1 たくましく生きる力を育むまち 主な費目 報酬・費用弁償

令和 8 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

884 872 834

831

担当G事務事業名

担当課 学校教育課 (3)指標の推移 5年度 6年度 7年度 8年度

学事グループ
活動指標（実施状況） 単位

中学校管理事業

事業番号

426

イ

事務事業マネジメントシート
作成日

9年度 10年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 8 年　 7 月 1

815



事業費計  （A）

開
始
経
緯

必
要
性

　令和２年度より、校務支援システムを導入した。

実
施
状
況

　校務支援システムの導入により名簿作成、出席簿管理、通知表・指導要録等の作成、健康診断票の管理が
システム上でできるようになった。

成
果

　校務支援システムを導入することにより、教職員の働き方改革に繋がっている。 改
革
改
善
案課

題

　校務支援システムを導入してしばらくは、操作等についてＩＣＴ支援員やサポートセンターの支援が必要
である。
　教育委員会と各校の校務支援システムを共有できるようにすることが必要である。

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

　システムを活用することにより、職員の事務負担を軽減
しつつ教育の質向上を図っており、引続き利用する必要が
ある。

1,875 1,756 2,078 2,078 2,078

(2)事業概要

事
業
目
的

　市内の中学校に統合型校務支援システムを導入し、教職員間の情報共有及びデータベース化を図り、教職
員の業務負担を軽減し、教育の質的向上を図る。

事
業
内
容

　市内の中学校において、名簿作成、出席簿管理、通知表・指導要録等の作成、健康診断票など学校の校務
全般をデジタル化し、一元管理して教職員の事務負担を軽減しつつ教育の質向上を図るための情報システム
を導入し、活用している。

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事
業
費

財
源
内
訳 一般財源

人
件
費 人件費概算  (B)

(A)　＋　(B) 千円 1,875

（ 施 策 ） 5 こころざしアップ教育推進プロジェクト 事業期間
令和２ 年度～

年度（ 年間）

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

　システムを利用するための使用料であり、削減は難し
い。

拡充 〇 現状維持 改善

効
率
性
評
価

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

　このシステムを導入することにより、これまで、教職員
の個別のＰＣや手書きで行われていたの名簿作成、出席簿
管理、通知表・指導要録等の作成、健康診断票など学校の
校務全般をデジタル化し、一元管理して教職員の事務負担
を軽減しつつ教育の質向上を図っていることから、廃止は
難しい。

効率化 廃止終了

1,518

0.100

千円 560 560 560 560 560

1,518

所要人員（年間） 人 0.100 0.100 0.100 0.100 0.100

千円 1,315 1,315 1,196

所管課による評価
(実績・決算) (実績・決算)

5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

(実績・決算) (計画・予算) (計画・予算) (計画・予算)
(1) 総事業費の推移 単位

有
効
性
評
価

その他特定財源 千円

千円 1,315 1,315 1,196 1,518 1,518 1,518

国県支出金 千円

(4)評価

560

1,518

33,039

4 4

45,000

3 3 3

(目標)

(実績) (実績) (実績)

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

4

50,000 49,000

（ 施 策 ） 1 知・徳・体の調和のとれた教育の推進 成果指標（成果・効果）

48,000 47,000 46,000
中学校の教職員

（ 基 本 目 標 ） 総
合
戦
略

3 結婚・出産・子育て・教育の希望をかなえる

対象

単位

人
7 5

ア 年間残業時間数 時間

イ
月100時間以上の職員
（のべ） 1

98
まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

5
＜教育･文化＞心豊かで志あふれる人づくりと
伝統・文化のまち

1 10 100 100 1003 2
ア 教職員数 人

（ 個 別 目 標 ） 1 たくましく生きる力を育むまち 主な費目 使用料及び賃借料

令和 8 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

100 100 100

95

担当G事務事業名

担当課 学校教育課 (3)指標の推移 5年度 6年度 7年度 8年度

学事グループ
活動指標（実施状況） 単位

校務支援システム事業（中学校）

事業番号

431

イ

事務事業マネジメントシート
作成日

9年度 10年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 8 年　 7 月 1

91



事業費計  （A）

開
始
経
緯

必
要
性

　英語力の育成については文部科学省がグローバル化に対応した英語教育改革実施計画の中で、中学校卒業
段階で英語技能検定３級相当以上60％を目指すと示している，本市は国の指標に達していない現状である。
鹿児島学習定着度調査においても英語の学力の向上は本市の喫緊の課題であることから英語力向上に向けた
行政施策が必要である。

実
施
状
況

 中学生の英語力及び学習意欲の向上を図るため、英検を受験する生徒の英検検定料を市が負担する事業を
実施し、グローバル化に対応した英語教育の推進に取り組んだ。

成
果

　業務委託先である英語協会と業務委託契約を締結し、各学校における受検者の把握、試験実施、受検結果
の報告等の事業システムの構築を図ることができた。
　文部科学省が示す小・中・高の各段階を通じた英語教育の充実と生徒の英語力の向上に向け、小学校外国
語活動・外国語科とのカリキュラム面での関連について検討することができた。

改
革
改
善
案課

題

　本事業は、英語協会への委託事業であり、年３回行われる検定のうち令和７年度より受験者個人につき２
回の受検費を助成するものである。
　今後も中学校と連携しながら、生徒や保護者への啓発を図る必要がある。

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

　英語技能検定３級以上60％を目指す。

3,004 4,033 4,018 4,018 4,018

(2)事業概要

事
業
目
的

　中学生の英語力及び学習意欲の向上を図るため、英検を受検する生徒の英語技能検定料を市が負担する事
業を実施し、グローバル化に対応した英語教育の推進を図る。

事
業
内
容

・本市の英語技能検定受験率の把握
・英語技能検定３級相当以上の人数の把握
・鹿児島学習定着度調査における本市実態の把握

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事
業
費

財
源
内
訳 一般財源

人
件
費 人件費概算  (B)

(A)　＋　(B) 千円 2,980

（ 施 策 ） 5 こころざしアップ教育推進プロジェクト 事業期間
平成31 年度～

年度（ 年間）

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

　事業費は、日本英語検定協会との委託料であり、受検に
よる料金は定額のため、削減は難しい。

拡充 〇 現状維持 改善

効
率
性
評
価

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

　グローバル化が進む中，文部科学省は小・中・高の各段
階を通じた英語教育の充実と生徒の英語力の向上の必要性
を示している。小学校外国語活動，、外国語科と高等学校
をつなぐ中学校英語科での教育活動の充実をさらに図って
いくことが本市教育行政に求められている。

効率化 廃止終了

2,898

0.200

千円 1,120 1,120 1,120 1,120 1,120

2,898

所要人員（年間） 人 0.200 0.200 0.200 0.200 0.200

千円 1,860 1,884 2,913

所管課による評価
(実績・決算) (実績・決算)

5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

(実績・決算) (計画・予算) (計画・予算) (計画・予算)
(1) 総事業費の推移 単位

有
効
性
評
価

その他特定財源 千円

千円 1,860 1,884 2,913 2,898 2,898 2,898

国県支出金 千円

(4)評価

1,120

2,898

445 640

150 150

450

150 150 150

(目標)

(実績) (実績) (実績)

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

148

472

445 450

（ 施 策 ） 1 知・徳・体の調和のとれた教育の推進 成果指標（成果・効果）

450 450 450
生徒

（ 基 本 目 標 ） 総
合
戦
略

3 結婚・出産・子育て・教育の希望をかなえる

対象

単位

人
139 105

ア 受検者数（公費） 人

イ
英語技能検定３級相当以
上 231

833
まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

5
＜教育･文化＞心豊かで志あふれる人づくりと
伝統・文化のまち

1 10 832 827 8693 2
ア 生徒数 人

（ 個 別 目 標 ） 1 たくましく生きる力を育むまち 主な費目 委託料

令和 8 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

884 872 834

831

担当G事務事業名

担当課 学校教育課 (3)指標の推移 5年度 6年度 7年度 8年度

学事グループ
活動指標（実施状況） 単位

中学生英語技能検定実施事業

事業番号

431

イ

事務事業マネジメントシート
作成日

9年度 10年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 8 年　 7 月 1

815



事業費計  （A）

開
始
経
緯

必
要
性

　中学校の部活動等において、県・九州・全国大会に出場する際の出場経費の一部助成の要望が高まり、中
学生のスポーツ活動・文化活動を奨励する意味から補助を行うこととなった。合併前から一部の町では補助
を行っていたが、合併を機に新事業として開始した。

実
施
状
況

　本市の生徒も、地区大会（クラブチーム所属で中体連が認めた団体所属の登録選手）等で優秀な成績をあ
げ、県大会・九州大会・全国大会に出場している。特に、相撲・剣道・ソフトボール等は全国大会に出場す
る生徒が出てきている。

成
果

　中学生のスポーツ活動・文化活動の意欲の向上、保護者の経費軽減に大いに寄与しており、関係者から大
変喜ばれている。 改

革
改
善
案課

題

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

　これまで、この事業により多くの中学生が県・九州・全
国大会に出場している。学校教育の一環として、スポー
ツ・文化活動を奨励していく上からも、今後とも事業を継
続して行く必要がある。

2,060 1,760 1,760 1,760 1,760

(2)事業概要

事
業
目
的

　学校教育の一環である部活動等において、中体連や音楽コンクール出場の際の経費の一部を補助すること
で、保護者の経費軽減並びに競技力や意欲の向上に寄与することを目的とする。

事
業
内
容

　中体連の県大会以上のスポーツ大会や音楽コンクール等に出場する場合、大会出場に要する経費を助成す
る。対象は選手（補欠登録を含む）及び監督とする（但し、監督は九州大会以上に限る。）
【補助基準】大会出場に要する旅費の1/2補助。但し、宿泊料については、県大会は１泊5,000円、九州大会
以上は5,450円を限度とする。

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事
業
費

財
源
内
訳 一般財源

人
件
費 人件費概算  (B)

(A)　＋　(B) 千円 2,060

（ 施 策 ） 5 こころざしアップ教育推進プロジェクト 事業期間
平成18 年度～

年度（ 年間）

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

　現行では、補助金の額は交通費相当額の1／2及び宿泊を
要する場合は県内5,000円・県外5,450円が限度額となって
いる。学校教育の一環として部活動を奨励する上では、こ
れ以上の補助金の削減は厳しい。

拡充 〇 現状維持 改善

効
率
性
評
価

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

　中学校の部活を対象としており、公平性は保たれてい
る。
　特に、全国大会は遠方での開催が多く、交通費・宿泊費
等の出費も多額となるため、保護者負担を考えると有効で
ある。
　この事業を廃止した場合、大会出場等に要する保護者の
出費が高額となり、学校教育の一環としてスポーツ・文化
活動を奨励しており、その影響は多大である。

効率化 廃止終了

1,200

0.100

千円 560 560 560 560 560

1,200

所要人員（年間） 人 0.100 0.100 0.100 0.100 0.100

千円 1,500 1,500 1,200

所管課による評価
(実績・決算) (実績・決算)

5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

(実績・決算) (計画・予算) (計画・予算) (計画・予算)
(1) 総事業費の推移 単位

有
効
性
評
価

その他特定財源 千円

千円 1,500 1,500 1,200 1,200 1,200 1,200

国県支出金 千円

(4)評価

560

1,200

115 103

15 15

280

15 10 10

(目標)

(実績) (実績) (実績)

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

15

155

300 300

（ 施 策 ） 1 知・徳・体の調和のとれた教育の推進 成果指標（成果・効果）

300 300 280
生徒

（ 基 本 目 標 ） 総
合
戦
略

3 結婚・出産・子育て・教育の希望をかなえる

対象

単位

人
12 11

ア 県大会に出場した生徒 人

イ
それ以上の大会に出場し
た生徒 5

833
まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

5
＜教育･文化＞心豊かで志あふれる人づくりと
伝統・文化のまち

1 10 832 827 8693 2
ア 生徒数 人

（ 個 別 目 標 ） 1 たくましく生きる力を育むまち 主な費目 負担金、補助及び交付金

令和 8 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

884 872 834

831

担当G事務事業名

担当課 学校教育課 (3)指標の推移 5年度 6年度 7年度 8年度

学事グループ
活動指標（実施状況） 単位

中学体育連盟主催中学校体育大会等出場
支援事業

事業番号

431

イ

事務事業マネジメントシート
作成日

9年度 10年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 8 年　 7 月 1

815



事業費計  （A）

開
始
経
緯

必
要
性

　令和元年に施行された学校教育の情報化の推進に関する法律、国のＧＩＧＡスクール構想に基づいて開始
した。

実
施
状
況

　活用が定着してきており、授業におけるドリル学習や確認問題、持ち帰りによる家庭学習、不登校児童生
徒の学びの多様化に対応した活用、オンライン学習等活用の拡充が図られた。

成
果

　国のデジタル田園構想交付金を活用し、デジタル教科書を導入できた。今後、指導する教職員のデジタル
技術の向上を図り、児童の学力の向上と技術の習得に寄与できるよう進めていく。 改

革
改
善
案課

題
　デジタル教科書の更なる有効活用とそれに向けた情報リテラシー教育を充実させていく必要がある。デジ
タル教科のよさを適切に生かしながら、子供の発達の段階や学習場面に応じて指導の充実を図っていく。

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

　年々情報化が進んでいく中、児童生徒の情報リテラシー
教育をさらに充実させていく必要がある。

〇

44,736 24,408 11,972 11,972 11,972

(2)事業概要

事
業
目
的

　内小中学校の教師用デジタル教科書の導入、小学校教科書改訂に伴うデジタル教科書導入より教科指導の
充実を図るとともに、児童一人１台の端末での授業の効率化、理解度の充実を図る。また、

事
業
内
容

　市内16小学校の教科書改訂年度に併せて、国語、社会、理科、算数、生活、音楽、外国語及び道徳の８教
科をデジタル教科書にし、教師及び児童の相互の学びに貢献できるよう、整備を進めた。

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事
業
費

財
源
内
訳 一般財源

人
件
費 人件費概算  (B)

(A)　＋　(B) 千円 0

（ 施 策 ） 5 こころざしアップ教育推進プロジェクト 事業期間
令和６ 年度～

年度（ 年間）

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

　児童生徒の情報活用能力の育成を目的とした事業であ
り、拡充していく必要があるため、削減は難しい。

拡充 現状維持 改善

効
率
性
評
価

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

　令和元年に施行された学校教育の情報化の推進に関する
法律、国のＧＩＧＡスクール構想に基づいて実施してお
り、児童生徒の情報活用能力の育成を目的とした事業であ
る。

効率化 廃止終了

10,852

0.200

千円 0 1,120 1,120 1,120 1,120

10,852

所要人員（年間） 人 0.200 0.200 0.200 0.200

千円 0 43,616 23,288

所管課による評価
(実績・決算) (実績・決算)

5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

(実績・決算) (計画・予算) (計画・予算) (計画・予算)
(1) 総事業費の推移 単位

有
効
性
評
価

その他特定財源 千円 38,558 6,874

千円 5,058 16,414 10,852 10,852 10,852

国県支出金 千円

(4)評価

1,120

10,852

20

30

(目標)

(実績) (実績) (実績)

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)
（ 施 策 ） 1 知・徳・体の調和のとれた教育の推進 成果指標（成果・効果）

20 25 30
児童・生徒・教職員等

（ 基 本 目 標 ） 総
合
戦
略

3 結婚・出産・子育て・教育の希望をかなえる

対象

単位

ア
プログラミング教育の授
業回数

回

イ

2,331
まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

5
＜教育･文化＞心豊かで志あふれる人づくりと
伝統・文化のまち

1 10 2,491 2,476 2,4261 3
ア 児童生徒数 人

（ 個 別 目 標 ） 1 たくましく生きる力を育むまち 主な費目 需用費、使用料及び賃借料

令和 8 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

2,374 2,259 2,130

2,489

担当G事務事業名

担当課 学校教育課 (3)指標の推移 5年度 6年度 7年度 8年度

学事グループ
活動指標（実施状況） 単位

デジタル推進事業

事業番号

987

イ

事務事業マネジメントシート
作成日

9年度 10年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 8 年　 7 月 1

2,427


